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  平成２７年度予算編成については、「平成２７年度予算編成方針について」(平成２６年１０月

３０日付け日総第１０３００１号)により通知されたところですが、詳細な取り扱いについては、

別紙のとおりとしますので通知します。 
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                    平成２７年度予算編成事務における留意事項等 

 

１ 歳入に関する事項 

 

(1) 町   税                                                    

  今後の経済動向に十分注意し、適切に見積る。特に、今後の国の税制改正等の動向を十分勘案

し，的確な額を見込む。また，課税客体の的確な把握と収納率の向上に努め， 収入の確保を図る

こと。 

(2) 地方譲与税、県税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金等は総務

省の「平成２７年度の地方財政の課題」を参考にすること、また、過去の実績等を勘案のうえ、

適正な収入見込額を見積る。地方交付税は、基準財政需要額を増やすことを意識し、今後の総務

省の事項要求の動向や特別交付税の対象となるものを的確に把握し、適切に見積る。 

 なお、交通安全対策特別交付金については、交通安全対策特別交付金等に関する政令（昭和58

年政令第104号）第１条各号に掲げるものに充当するため、事業を調整する必要がある。したがっ

て、充当を希望する事業については、別添「交通安全対策交付金充当事業調書」を作成する。 

(3) 分担金及び負担金                                              

 分担金・負担金は、事業内容に応じた受益者負担の適正化等を推進するとともに、各種負担

金の収納率の向上に努めること。また、受益の対価となるサービス給付に消費税が含まれる場

合は、負担金に適切に反映させること。 

(4) 使用料及び手数料                                              

  過去の実績等を通じ、経済情勢及び関係事務事業の所要額の動向等に即して、受益者負担の適

正化の観点から徹底した見直しを行い、歳入の確保に努めるとともに、適正な収入見込額を予算

計上すること。特に、使用料及び手数料の設定年度から長期間が経過したものは、現状の原価計

算に見合った額となるよう積極的に見直しの対象とすること。 

また、町有財産の使用料・貸付料についても、既存料金の積算根拠の精査、減免措置の必要性

の確認等を行うとともに、新たな使用料・手数料の設定について検討すること。 

(5) 国庫支出金、県支出金                                                    

  国や県の予算編成や制度改革に注視し、的確に見積もること。制度変更による廃止・縮減・一

般財源化が予定される場合は、町への波及額を的確に把握し、財政担当と協議し、その対応を決

定すること。補助金にあっては、事業内容、事業効果を検討のうえ、国・県それぞれの交付基準

に基づき積極的に確保する一方、見積もりにあっては、補助率、補助単価および補助事業量等を

的確に把握すること。 

(6) 財 産 収 入                                                   

 財産運用収入については、財産の適正な管理の下、極力有利に運用し増収を図ること。財産

売払収入については、財産および物品の現況を的確に把握し、効率的な活用に努めるとともに、
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未利用地等については、処分を含め、有効活用をさらに検討すること。 

財産貸付収入は、長期に渡って契約金額が固定して更新されているものは、見直しを図ること。 

貸付金に係る元利収入については、当初貸付条件どおりの償還が行われるよう、適切な債権管

理による収入の確保に努める。  

(7) 町   債                                                    

  町債については、まず、町債を充当する事業の緊急性・必要性・投資効果・施設水準を勘案し、

事業そのものの必要性を判断した上で適債性を調査すること。見積もりにあっては、地方債同意

等基準、地方債計画および地方債充当率に基づき、総務課財政担当と事前に調整の上、適正な額

を見積ること。 

なお、町債はその元利償還金である公債費の増加に伴う財政負担が後年度の財政運営に大きな

影響を及ぼすことから、町債の見込みは極力抑制すること。やむを得ず見込む場合も、地方交付

税の基準財政需要額に算入されるものを活用すること。 

(8) その他の収入                                                  

各項目において、過去の実績を精査するとともに、収入額を適正に見積る。特に、参加者負担

金を徴収する場合は、受益者負担の原則に基づき、適正な額を見積る。 

 また、国、県以外の公的団体や、民間団体の助成事業についても、情報収集に努め、活用を図

ること。 

(9) その他                                                        

  歳入全般的に新たな発想による財源確保、増収対策に積極的かつ具体的に取り組むとともに、

収入未済額については、負担の公平性からも「日野町滞納対策会議」を通じて関係機関と十分連

携し、法的処分の検討などの有効な歳入確保策を図ること。 

 

 ２ 歳出に関する事項                                              

                                                                    

(1) 給与関係費                                                  

 人件費のうち職員給については、総務課総務担当で一括して見積ること。新たな行政需要が生

じたとしても、既存事業の一層の合理化、効率化による課内の応援体制を確立し、時間外勤務の

縮減等に努めること。また、賃金支弁職員の見積もりにあっては、事前に総務課総務担当と調整

し、効率的な配置に努めるとともに、事務事業の見直し結果を適切に反映し、抑制に努めること。

なお、単価等については、別表「平成２７年度予算見積標準単価表」による。 

(2) 投資的経費                                                    

     ｱ  国庫補助事業については、国の予算の動向を的確に把握するとともに、国庫補助負担金

の廃止、縮減、交付金化等の見直し内容を適切に反映し見積ること。また、国の景気対策

や、国家予算の重点配分が見込まれる政策については、情報収集に努め、国費が十分活用

できる準備を整えること。 
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     ｲ  単独事業については、国・県の補助事業の採択基準に合致するものについて、安易に単 

独事業で補うことのないよう十分留意する。                

     ｳ  県が行う建設事業等に対する負担金については、事業の内容や受益の範囲を踏まえて、 

適正な額を見積ること。  

   ｴ  一般的にいう「箱もの」施設の整備については、第５次日野町総合計画に予定されてい 

る事業以外は、原則として要求を認めない。見積もりにあっては、将来の維持管理経費 

等の財政負担を十分考慮のうえ見積る。 

   ｵ  事業費の積算に当たっては、工事施行等に係るイニシャルコストにとどまらず、供用開 

始から廃止に至るまでに要する維持管理経費等のランニングコストを勘案したトータル 

コストの把握に努め、縮減の方策を検討したうえで見積る。 

(3) 一般行政経費                                                  

     ｱ 国・県補助負担金を伴う事業については、次の事項に留意し見積る。 

      (ｱ) 国・県補助金等が廃止、縮減されるものについては、安易に町費への振替を行わない

こと。 

      (ｲ) 超過負担を余儀なくされているものについては、全般的に見直しを行い、国・県の補

助基準内での執行となるよう留意する。           

     ｲ 国・県の制度を基礎として実施している町の単独制度については、必ず見直しを行い、

継続する場合にあっても、原則として町単上乗せ単価を２６年度以下で要求する。また、

国・県の制度が変更される場合は、町費負担が増嵩することのないようにする。 

     ｳ 各種施設や道路等の維持管理経費について、ストックマネジメントの観点から今後の維

持管理計画を策定のうえ、適切に見積る。 

    ｴ その他の経費については、それぞれの性質に応じて的確に見積る。事務事業の性格から

委託方式を実施し、または、計画しているものについては、その内容をよく検討し、真

に経済効果が期待できるような形で行うとともに、次の事項に留意して見積る。 

    (ｱ) 各種の研究調査業務については、これまでの類似の調査結果の有効な活用に留意すると

ともに、真に必要なものか全面的に見直し、安易な委託は行わない。なお、研究調査に

よる成果は、確実に検証すること。また、研究調査委託費等を補正予算で要求する例が

見受けられるが、年間予算である趣旨を踏まえ、計画的な事業執行を図るために、必ず

当初予算で見積る。 

     (ｲ) 各種の調査等をコンサルタントなどに委託する経費を見積る場合には、基本的な部分を

町で責任を持って行うこととし、安易に全面的な委託とならないよう留意する。 

     (ｳ) 公共施設の管理業務等の見積りに当たっては、業者見積りや前年度契約額をベースに行

うのではなく、適切な積算に基づき見積る。積算に当たっては、業務内容の見直しによ

り、経費の節減に努めること。なお、指定管理者制度により管理委託をしている施設の

消費税増税対応は、税制改正によるリスク負担者が町となっているものについてのみ、
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増税分の転嫁を認めることとする。ただし、消費税増税以外の理由による委託料の増は

認めない。また、指定管理者の支出には、消費税が課税されない経費も含まれているこ

とから、指定管理者の決算状況を十分精査し適切に見積もること。 

    ｵ  電算システム開発および管理運用に関する経費については、住民サービスの向上と事務事 

業の簡素化、効率化を図るため、初期導入費および維持管理コストに見合った効果が得

られるよう業務プロセスを十分見直し、運用保守範囲の明確化等に留意して見積る。 

        また、導入にあっては、リースと買い取りによるコストの比較や、将来のシステム更新

費用を視野にいれ、トータルコストを把握すること。 

なお、電算システム関係経費については、総務課情報管理担当が予算編成に積極的に

関与することにより精度を高めた経費算定を実施し、その適正化を進めることとしてい

るので、見積りに当たっては、事前に十分調整すること。 

    ｶ  一般的な事務事業経費については、厳しい財政状況を踏まえ、積極的に見直しを行い、抑

制的に見積る。なお、事務用品については、環境に配慮した物品を基準として見積る。 

    ｷ  公用車の管理に係る各種の経費を補正予算で要求する例が見受けられるが、必ず当初予算

で見積る。なお、平成２６年度から定期点検費用を見積もることとしたので、全ての公

用車について、車検または定期点検費用の予算措置が伴うこととなるので、十分留意す

ること。 

    ｸ  建物に係る損害保険料については、当該財産の所管課において見積る。 

    ｹ  光熱水費については、使用量の積極的な抑制に努めるとともに、同一の事業内で複数の施

設の電気代、水道代等を支出する場合は、それぞれ細分化した上で適正に見積もる。 

ｺ  各事業の事務雑費の見積りに当たっては、総務課財政担当と事前に調整する。 

    ｻ  非常勤特別職のうち、報酬を日額で受ける委員等（執行機関たる委員会の委員および障害

程度区分等審査会の委員は除く。）の報酬額については、勤務が３時間以内の場合は日額

の半額とするので、過去の執行状況等を踏まえたうえで見積る。 

    ｼ  交際費および食糧費は、「交際費及び食糧費の支出基準内規」に従い適正に見積る。 

(4) 歳出全般を通じ、町として進めている施策の取り組み等を踏まえ、関係課で事前に十分協議

のうえ、適切に見積る。 

また、経費の見積りに当たっては、最小のコストで最大のサービスが提供できるよう、引

き続きコスト削減に努めるとともに、過去の決算状況を徹底的に分析し、実績を踏まえて見

積る。 

     なお、全ての事業について積算根拠等の再確認・点検を実施したうえで見積る。 

(5) 扶助費等については、給付要件および給付水準等あらゆる観点から施策の再検討を行い、社

会的・経済的実情に合致しなくなったと判断されるもの、事業効果の期待できないもの等に

ついては、積極的に整理、縮減の検討を行う。 

(6) 各種団体等への負担金および補助金については、その財源の殆どが一般財源であることを認
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識し、次の事項に留意し見積る。なお、消費税増税を理由とした補助金の増額は、予定して

いない。 

     ｱ 補助金の必要性の検証、補助対象団体および交付要件、公と民間との役割分担、費用対 

効果、補助対象経費、補助率、補助金限度額、終期設定等の観点から、個々の事業毎に評価 

を行い、見直しを行う。必ず団体の財務諸表、決算書類を確認し、資金運営上真に必要な 

補助であるか確認する。また、団体が積み立てている基金を、現年の事業に充てる方策を検 

討したうえで見積る。 

  ｲ 毎年度実施されている各種のイベント、行事等に対する補助金や負担金については、 

    開催内容等について検討を行い、経費の節減に努める。 

   ｳ  効果を検証することなく長期間継続して支出している小額な補助金については、特段の理

由がある場合を除き、廃止を検討する。なお、補助金交付要綱において、補助対象経費や補

助金限度額等が定められていないものについては、要綱等の見直しを行う。  

(7) 新規事業および拡充事業については、既存事業の廃止・縮小による一般財源の確保を前提と

すること。また、「重点化事業」については、事務事業の優先順位を厳しく見極め、「選択

と集中」による予算配分の重点化・効率化を前提として見積る。 

(8) 消費税および地方消費税率の引上げについては、今後国において経済状況等を総合的に勘案

して判断するとされていることから、要求書の作成に当たっては、現行の８％を前提とする

こと。なお、今後必要に応じて別途通知することとする。 

 

３ 特別会計、企業会計に関する調整事項                                                  

  特別会計は、年間必要額について、一般会計と同様に適正に見積る。なお、事業運営方法等を

抜本的に見直し、収入の積極的な確保と徹底した経費の節減を行い、収支の改善を図る。 

  企業会計は、公共性の確保と経済性の発揮を前提に、独立採算性の原則のもとに、年間必要 

額を適正に見積る。 

 なお、特別会計、企業会計への繰出しは、一般会計が厳しい財政事情であることから、総務省

繰出基準外の繰出しはもとより、ルール分であっても満額繰り出すことが困難であるため、各特

別会計の収支均衡について留意し、一般会計繰出金に依存しない財政運営を行う。 

                                                                       

４  その他の事項                                                   

  (1) 予算編成事務に併せて、把握した国および県の来年度の予算の内容および関連する法令や

制度の改正等の動向については、その都度総務課財政担当に連絡して、事務処理の円滑化を

期する。 

  (2)予算編成事務処理の円滑化に資するため、下記の資料を提出する（様式は共通様式に掲示し

てある）。なお、歳入予算見積書および歳出予算要求書は総務課で印刷するので提出の必要

はない。 
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      ・継続費見積書（２部）                               

      ・繰越明許費見積書（２部）                      

      ・債務負担行為見積書（２部） 

      ・地方債見積書（２部） 

      ・報酬一覧表（２部） 

   ・交通安全対策特別交付金充当事業調書（２部） 

   ・建設計画課に依頼する建設事業に関する調べ（３部） 

   ・その他予算要求の根拠を示す資料（Ａ４版）（２部）※資料の右上に主管課・グループ

名および事業名を朱書きすること。 

 (3) 予算見積りに際し、特に統一的な処理を要するものの標準単価は、別表「平成２７年度 

  予算見積標準単価表」による。                     

 (4) 予算見積りに際し、特定の業者から参考見積りを徴取する場合は、相手方に対し、予算編

成のための参考見積りであることを明確に通知する。また、できる限り実態に即した見積り

金額を得ることができるよう留意する。 

 (5) 予算編成事務上の細部の事項については、次による。              

    ｱ  予算科目は、歳入歳出とも、原則として平成２６年度の予算科目によるが、今後新規登録

や変更が生じる場合にあっては、財務会計システム科目登録（変更）申請書を総務課財政

担当に提出する。なお、節・細節科目については、「平成２６年度財務会計事務の手引き」

の「第２章 節別事項」を参照のうえ、適切に取扱う。  

    ｲ  事業別の見積りに当たっては、積極的に事業の統廃合を行い、需用費などの経費の節減に

努める。       

(6) 見積書の作成上の留意事項については、特に次の事項について留意する。              

    ｱ  財務会計システムの操作方法等については、システムの「HELP機能」または、公開羅針盤 

→マストインフォメーション→マニュアル→財務会計システム 一般用マニュアルを参

照すること。 

    ｲ  経費の各節毎の見積りに当たり、次の事項に留意する。 

      (ｱ) 歳出 

          賃金については、雇用事務の内容、期間、単価を、備品購入費については、品目、単

価、員数等を、また貸付金、委託料ならびに負担金補助及び交付金については、各々

の名称別に金額を記載する。 

      (ｲ) 歳入 

          「財源概要」の入力に当たっては、国・県支出金については、補助金交付要綱等の名

称および補助率、町の負担金・分担金については、分担金徴収条例の名称および負担

率、諸収入については、歳入元の団体名称、補助率を記載する。   

   ｳ  予算要求に当たり、平成２６年度当初予算額と比べて、経費の節減または歳入の確保に
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より財政健全化につながる場合は、予算要求書にその内容および削減効果額を詳細に記

載する。 

   ｴ  債務負担行為および継続費に係る事業については、予算要求書にその旨記載する。 

(7) 財務会計のシステム入力期限は、平成２６年１１月２０日（木）とする。期日を厳守するこ

と。なお、歳入予算見積書および歳出予算要求書は、総務課財政担当にて一括出力する。 

(8) 予算要求に係る財政担当ヒアリングは、平成２６年１１月２５日（火）から１２月９日（火）

の間を予定している。日程等の詳細については、後日通知する。 

(9) 町長査定は、平成２７年１月１５日（木）から１月２３日（金）の間を予定している。なお、

町長との最終調整日は平成２７年１月２９日（木）を予定している。 

    また、各特別会計に係る町長査定は、一般会計の査定に併せて、随時行う。特別会計毎の時

間割等の詳細については、後日連絡する。 


